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1．はじめに 

我が国では令和 2 年に発生した台風第 10 号による暴

風，大雨等をはじめ，令和 2 年 7 月豪雨，平成 30 年 7 月

豪雨など大規模な災害が多発している．水害は地震など

の突発的に発生する災害ではなく，観測情報をもとにあ

る程度予測可能な災害であるため，早期避難を行うこと

で人的被害を最小限に抑えることができると考えられる．  
また，令和 2 年の新型コロナウイルス感染拡大を受け，

避難所においても三密（密閉，密集，密接）を避けるこ

とが求められている．そのため，避難所での 1 人当たり

の面積を 4 ㎡にすることが必要とされている．しかし，

多くの自治体では 1.65 ㎡/人を基本としているため，収

容人数が減少し避難所が不足する可能性があり，その対

応として，在宅避難や青空避難など分散避難が求められ

ている 1）．事実，令和 2 年台風第 10 号において，109 の

自治体で合計約 500 箇所の避難所で収容人数を超える事

態となった．原因として，109 の自治体のうち 86 の自治

体が新型コロナウイルス感染症対策を行ったためであっ

たと報告されている 2）．これらのことから，限られた収

容人数を考慮し，避難所の収容状況を明らかにすること

は重要である． 
 これまで，洪水や地震による津波からの避難において

は，原則徒歩による避難を行い，自動車による避難は禁

止とされていた．しかし，東日本大震災を契機に，車に

よる避難の必要性も注目されている 3)．2012 年の中央防

災会議おいて修正された防災基本計画では，避難は原則

徒歩とするものの，やむを得ない場合には自動車による

避難が認められるようになった．しかし，自動車避難を

行うことによる，避難所の駐車場不足を解決することは

重要な課題である． 
 そこで本研究では，北見市北見自治区における水害発

生時の避難を対象に，自宅での垂直避難を考慮した際の

避難者数と避難車数の推定を行うことで，収容状況を明

らかにし，避難所の評価を行うことを目的とする． 
 
2．既存研究 

 避難所の収容人数に着目した研究として，竹内ら 4）や

佐藤ら 5）の研究がある．竹内ら 4）は，津波災害時におけ

る避難所の容量を考慮した避難状況の評価を行い，最も

近い避難所の容量が限界を超えたため避難できず，4 番

目に近い避難所への避難が必要となる人がでることを示

した．佐藤ら 5）は，避難時間圏内の避難場所の総収容人

数を累積収容人数と定義し，累積収容人数を考慮するこ

とで避難者全員が津波到達時刻までに避難場所へ避難で

きることを示した．  
 自動車での避難を考慮した研究として，長尾ら 6）は，

避難シミュレーションを行い，避難所の駐車台数を考慮

したとき，避難所に入れない車が発生することで渋滞が

延伸することを示した．  
 これらの既存研究より，避難所の収容人数や自動車で

の避難に着目した研究は行われているが，分散避難の 1
つである自宅での垂直避難と避難所の収容人数を考慮し，

避難者数と避難車数から収容状況に着目した研究はかな

らずしも多くない．また，新型コロナウイルス感染症の

対策として，1 人当たりの面積を 4 ㎡と仮定した避難所

の収容状況に着目した研究はこれから本格的に行われる

と考えられる．そこで，本研究では自宅での垂直避難を

考慮したときの避難者数と避難車数から，避難所の収容

状況を明らかにする．また，避難所の収容人数を自治体

の公表人数とした場合や，1 人当たりの占有面積が増加

した場合の収容状況の違いを明らかにする． 
 
3．研究対象 

 研究対象地域は北見市北見自治区とした．研究対象地

域を図-1 に示す．北見自治区を流れる常呂川と無加川に

おいて，想定最大規模の降雨による浸水を想定する．ま

た，北見自治区にある 72 箇所の避難所のうち，浸水想定

域外にある 53 箇所の避難所に避難を行うとする．北見

自治区において，浸水想定域内の人口は 31,100 人である．

河川左岸に浸水想定域内の約 70%が住み，46 箇所の避難

所があるため，左岸に人口と避難所が偏っている地域で

ある．また，北見市では避難所の 1 人当たりの面積を 3
㎡とし，53 箇所の収容人数は合計 30,520 人と公表して

いる 7）．そのため，新型コロナウイルス感染症対策を行

った場合の収容人数は公表収容人数の 3/4 となり，合計

22,790 人になる．また，避難所の収容人数は浸水想定域

内の人口よりも少ないため，浸水想定域内の全員を避難

所で受け入れることはできない．そのため，北見自治区

は想定浸水深が低い場所では自宅での垂直避難を行うな

ど，分散避難を行う必要がある地域であると考える．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 研究対象地域 

左岸 

中央 
右岸 
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4．分析方法 
4.1 前提条件 

(１) 避難開始のタイミング 

 水害発生時の住民がとるべき行動は，内閣府によって

5 段階に分けられ，情報と行動の対応が示されている 8）．

表-1 に警戒レベルごとの住民が取るべき行動と，発令さ

れる情報等を示す．避難準備・高齢者等避難開始は警戒

レベル 3 として発令され，高齢者等の避難を促す．また，

避難勧告は警戒レベル 4 として発令され，全員の避難を

促す．警戒レベル 5 はすでに災害が発生している状況で

あるため，警戒レベル 3，4 で避難を行う必要がある．そ

こで，本研究では警戒レベルが 3 から 4 にあげられるま

で十分な時間があり，高齢者の避難が完了した後，その

他の住民が避難を開始すると仮定する．また， 本研究で

は 75 歳以上を高齢者として分析を行う． 

表-1 警戒レベル別のとるべき行動と避難情報 

警戒レベル 住民がとるべき行動 避難情報等 

5 命を守る最善の行動 災害発生情報 

4 危険な場所から全員避難 
避難勧告 

（避難指示（緊急）） 

3 
危険な場所から 

高齢者などは避難 

避難準備・高齢者等 

避難開始 

2 
ハザードマップ等で 

避難方法を確認 

大雨注意報 

洪水注意報 

1 最新情報に注意 早期注意情報 

(２) 避難方法の決定 

 本研究では，自宅から避難所に到着するまでの時間を

避難時間とする．全国都市交通特性調査 9）の無理なく休

まずに歩ける距離を参考に，徒歩による避難時間は 30 分

未満とした．徒歩で避難所に到着できない人は，自動車

を利用して避難を行うとする．徒歩による避難速度は栗

原ら 10）の研究を参考に，75 歳未満は 2.97km/h，75 歳以

上は 1.98km/hとする．また，自動車の避難速度は 8.87km/h
とする 3）． 

(３) 避難する避難所の決定 

 竹内ら 4）の研究を参考に，避難所の収容人数を超える

人が避難する場合，その避難所に早く到着した人から収

容し，避難所が満員になった後に避難してくる人は，順

次近い避難所を探し，収容できる避難所に避難する．こ

のとき，容量が一杯になった避難所から近い避難所に避

難するのではなく，避難のスタート地点である自宅から

順次近い避難所へ避難すると考える． 

4.2 避難経路と避難時間の算出 

 避難経路は GIS により道路ネットワークを利用して，

人口 500m メッシュの中心点から避難所までの最短経路

を求める．本研究では，求められた最短経路の距離を避

難速度で除することで避難時間を算出する． 

4.3 収容車数の算出 

 収容車数は Google Earth を用いて，各避難所の駐車場

の駐車マス数を数え，算出する．駐車ますがない駐車場

では，駐車場全体の面積を一般的な駐車方法である後退

駐車を想定し，1 台当たりの駐車面積 18.4 ㎡で除すこと

で，収容車数を算出する 11）．これらにより，算出された

収容車数は 53 箇所の避難所で合計約 3,600 台である． 

4.4 避難者数の算出 

内閣府が公表している台風・豪雨時の避難行動フロー

では自宅がハザードマップの浸水想定域内にある場合，

原則自宅の外への避難が必要としている．しかし，例外

として浸水深よりも高いところに住んでいる場合は，自

宅に留まり安全を確保する在宅避難が可能であるとして

いる 12）．内閣府の避難行動フローと下川町の水害危険度

マップを参考に定めた避難フローを図-2 に示す 13）．自

宅が浸水想定域内にあっても，浸水深が 0.5m 未満であ

れば 1 階建でも在宅避難が可能であるとする．また，浸

水深が 0.5～3.0m 未満であれば，1 階建住宅の住民は避

難が必要であるが，2 階建以上の住宅では垂直避難が可

能であるとする．ここで，浸水深ごとの人口を表-2 に示

す．自宅の階数によって可能な避難方法が異なる浸水深

0.5～3m 未満の人口が全体の約 60%を占めているため，

浸水深 0.5~3m 未満の住民がどの避難方法を選択するか

が，避難所の収容状況に大きく影響を与えると考えられ

る．そこで，本研究では以下の 2 つの避難条件で，避難

所の収容人数と避難車数を把握する． 
避難条件 1：浸水深 0.5m 未満の住民は在宅避難を行い，

浸水深 0.5m 以上の住民は避難所に避難を

行う 
避難条件 2：浸水深 0.5m 未満の住民は在宅避難を行い， 

浸水深 0.5～3m 未満で 2 階建以上の住宅の

住民は在宅避難，1 階建の住民は避難所に

避難を行う 

避難条件ごとの避難者数を求める．まず，北見市の都

市計画基礎調査のデータを基に，浸水深 0.5～3m 未満に

おける住宅の階数ごとの人口を算出する．このとき，住

宅の 1 階建率を式（1），1 階建住宅の人口を式（2），2
階建住宅の人口を式（3）で算出する．河川位置ごとの 1
階建て率を表-3 に示す．また，これらの計算で求められ

た，条件 1，2 における避難者数を表-4，自宅で垂直避難

を行う人数を表-5 に示す．条件 1 では浸水想定域内の

34.6%，条件 2 では 84.1%が自宅での垂直避難が可能であ

ることが明らかになった．  
1 階建率=1 階建ての住宅数÷全住宅数 （1） 

1 階建の人口=(0.5～3m 未満の人口)×1 階建率 （2） 

2 階建の人口=(0.5～3m 未満の人口)-1 階建の人口 （3） 

 

 

 

 

 

 

図-2 避難フロー 

表-2 浸水深ごとの人口 

 浸水域 

全体 

浸水深 

0.5m 未満 

浸水深 

0.5～3m 未満 

浸水深 

3m 以上 

75 歳未満 26,410 人 9,210 人 16,050 人 1,150 人 

75 歳以上 4,690 人 1,550 人 2,940 人 200 人 

合計 31,100 人 10,760 人 18,990 人 1,350 人 
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表-3 住宅の 1 階建率 

 左岸 中央 右岸 

1 階建率 18.2% 21.2% 21.3% 

表-4 条件ごとの避難者数 

 避難条件 1 避難条件 2 

75 歳未満 17,200 人 4,200 人 

75 歳以上 3,140 人 760 人 

合計 20,340 人 4,960 人 

表-5 条件ごとの垂直避難人数 

 避難条件 1 避難条件 2 

75 歳未満 9,210 人 22,210 人 

75 歳以上 1,550 人 3,930 人 

合計 10,760 人 26,140 人 

4.5 避難車数の算出 

 各避難所における避難車数は，自動車による避難では

世帯ごとに 1 台の自動車に同乗して避難を行うと考え，

自動車による避難者数を平均世帯人員（1.86 人）で除し

た値とする 14）． 
4.6 避難所の収容状況の把握方法 

 避難条件と避難所の収容人数によって分析は表-6 のよ

うに 4 つの Case に分けて行う．また，本研究では避難所

の収容人数に対する避難者数の割合を収容率，駐車場の

収容台数に対する避難車数の割合を駐車率とし，避難者

全員の避難が完了したときの避難所の収容状況を，収容

率と駐車率から表-7 のように 4 つに分類する．次に北見

自治区全体としての避難所の収容状況を把握するために，

収容率と駐車率を表-8 のように点数化する． 収容率に

よる点数を収容得点，駐車率による点数を駐車得点とす

る．収容得点は点数が高いほど避難所が空いていること

を表す．また，駐車得点は 4 点以上であれば，駐車場の

収容台数が避難車数に対して多いため，駐車場の整備が

整っていること表し，4 点未満である場合，駐車場の収

容台数を増加させる必要があり，整備に課題がある避難

所であることを表す． 
表-6 分析の Case 分け 

 公表収容人数 4 ㎡/人としたときの収容人数 

避難条件 1 Case1 Case3 

避難条件 2 Case2 Case4 

表-7 避難所の状況 
 収容率 100%未満 収容率 100% 

駐車率 100%未満 状況 1 状況 3 

駐車率 100%以上 状況 2 状況 4 

表-8 収容率と駐車率の点数 
収容率 収容得点 駐車率 駐車得点 

0～20%未満 5 点 0～50%未満 5 点 

20～40%未満 4 点 50～100%未満 4 点 

40～60%未満 3 点 100～150%未満 3 点 

60～80%未満 2 点 150～200%未満 2 点 

80～100%未満 1 点 200～250%未満 1 点 

100% 0 点 250%以上 0 点 

 
 
 

5．分析結果 

5.1 避難時間と自動車避難の割合 

 各 Case における平均避難時間を図-3，自動車による避

難を行った人の割合を図-4 に示す．結果として，75 歳以

上は平均避難時間，自動車避難割合ともに，Case ごとの

差があまりないことから，避難条件と収容人数の変化に

よる避難行動への影響が少ないことが明らかになった．

一方で，75 歳未満の Case3 と Case4 の平均避難時間を比

較すると，Case4 の方が約 10 分短いことから，避難所の

収容人数が減少した場合，2 階への垂直避難を行うこと

が，避難時間の短縮につながることが明らかになった．

また，75 歳未満の自動車避難割合は Case1 と Case2 を比

較すると Case2 のほうが約 30%減少し，Case3 と Case4
でも Case4 のほうが 20%以上減少している．このことか

ら，2 階への垂直避難を行うことで，避難者数の減少だ

けでなく，75 歳未満の自動車による避難割合の減少にも

つながることが明らかになった．しかし，本研究の想定

よりも避難の緊急性が高かったと考えられる東日本大震

災において，自動車で避難を行った割合は 57%であった

のに対して，75 歳以上はすべての Case で車避難の割合

が 70%以上であり，75 歳未満の Case1,Case3 では 98%以

上という結果になった．このことから，北見自治区は自

動車での避難割合が高い地域であると考えられる．また，

北見網走都市圏における 75 歳以上の免許保有率は 50%
以下であることから 15)，近隣住民の自動車に同乗させて

もらうなど共助が必要になると考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 平均避難時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 自動車避難の割合 

5.2 避難所の状況 

 避難者全員が避難を完了した時の，避難所状況ごとの

避難所数と避難車数を表-9 に示す．全避難所の収容車数

の合計に対する駐車可能台数の割合を，駐車場利用率と

する．避難状況ごとの避難所数を Case1 と Case2，Case3
と Case4 で比較すると，自宅で 2 階に垂直避難を行うこ

とで状況 3 と状況 4 の避難所が減少し，状況 1 の避難所

が増加している，よって，2 階への垂直避難を行うこと

は避難所の混雑解消に有効であると考えられる．また，

（%） 

（分） 
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同様に避難車数を Case1 と Case2，Case3 と Case4 を比較

すると，Case2 と Case4 は Case1 と Case3 の約 20%に減

少し，全避難所の収容車数の合計 3,600 台を下回ること

が明らかになった．よって，2 階への垂直避難を行うこ

とは駐車場の混雑解消にも有効的であると考える．しか

し，Case2，Case4 でも 1,000 台以上の自動車が駐車不可

能である．Case2，Case4 の駐車場利用率は約 23%である

ことから，利用される避難所は浸水想定域に近い場所に

多く，遠い避難所は利用されず駐車場に空きが生じてい

ることが原因であると考えられる．これらのことから，

本研究で想定した最寄りの避難所への避難ではなく，収

容人数，駐車場ともに空きが生じる避難所への誘導が必

要となると考える．このとき，状況別に避難所の特徴を

把握することが，適切な情報提供に必要であると考えら

れる． 

表-9 状況ごとの避難所数と避難車数 

 Case1 Case2 Case3 Case4 

状況 1 の避難所数 18 38 6 37 

状況 2 の避難所数 5 5 1 5 

状況 3 の避難所数 6 3 7 4 

状況 4 の避難所数 24 7 39 7 

避難車台数（台） 10,330 1,830 10,480 1,990 

駐車可能台数（台） 2,490 820 2,690 830 

駐車不可能台数（台） 7,840 1,010 7,790 1,160 

空き駐車台数（台） 1,110 2,780 910 2,770 

駐車場利用率（%） 69.1 22.7 74.7 23.1 

5.3 収容得点と駐車得点 

Case ごとの収容得点を表-10，駐車得点を表-11 に示す．

結果として，自宅の 2 階に垂直避難を行うことで収容得

点は増加し，駐車得点も 4 点未満から 4 点以上に増加す

ることから，北見自治区全体として避難所と駐車場の混

雑解消につながることが明らかになった．また，Case1 と

Case2 は収容得点の差が 1.93 点であったのに対して，

Case3 と Case4 では収容得点は 3.08 点の差があることか

ら，避難所の収容人数が減少した場合のほうが，2 階へ

の垂直避難による避難所の収容状況への影響が大きいと

考えられる．しかし，Case3 と Case4 の収容得点の標準

偏差を比較すると Case4 の方が大きく，一部の避難所に

避難者が偏っていることが示された． 

表-10 収容得点 

 Case1 Case2 Case3 Case4 

収容得点の平均（点） 1.92 3.85 0.60 3.68 

標準偏差 2.34 1.99 1.59 2.04 

表-11 駐車得点 
 Case1 Case2 Case3 Case4 

駐車得点の平均（点） 2.57 4.09 1.67 4.04 

標準偏差 2.27 1.75 2.04 1.79 

 
6．おわりに 

 本研究では避難所の収容人数と自宅での垂直避難を考

慮し，垂直避難を 1 階で行う場合と 2 階も利用して行う

場合において，避難者数と避難車数を推定することで，

避難所の収容状況を明らかにした．また，新型コロナウ

イルス感染症への対策を行うことで，収容人数が減少す

ることを考慮した場合の収容状況を明らかにした．また，

収容状況から避難所の評価を行った．結果として，自宅

の 2 階に垂直避難を行うことで，北見自治区全体として

は収容得点，駐車得点ともに増加し，避難所の混雑は改

善されるが，利用される避難所に偏りがあるため，駐車

不可能な自動車が存在することを示した．  

 今後は，駐車場の収容台数を考慮し，自動車を駐車で

きないために，避難所に収容できない場合を想定するな

ど，より正確な避難所の収容状況を明らかにする必要が

あると考える．  
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